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序     文 
 

2008年度から開始された地球規模課題対応科学技術協力 （SATREPS）では、外務省、文部科学

省、独立行政法人科学技術振興機構（JST）、独立行政法人国際協力機構（JICA）の4機関が連携し

て、感染症をはじめとする地球規模課題に対し、わが国の科学技術力を活用し、開発途上国と共

同で技術の開発・応用や新しい知見の獲得を行うことにより、わが国の科学技術力向上とともに

途上国側の研究能力を向上することを目的としています。 

2011年にザンビア政府から日本政府宛に対して、ザンビア大学（UNZA）による人獣共通感染症

の調査研究、なかでも出血熱ウイルスとインフルエンザウイルスのサーベイランス強化に関する

調査研究プロジェクトが要請されました。この要請と並行して過去にUNZAと共同研究を続けてき

た北海道大学からJSTに対して研究申請が行われ、上記4機関による審査の結果、本プロジェクト

は2012年度案件（感染症分野）として採択されました。 

採択結果を受け、JICAは本プロジェクトの事前評価を行うために必要な情報を収集、分析する

ことを目的に、2012年11月25日から12月6日まで詳細計画策定調査団を派遣しました。その後、調

査結果に基づく関係機関との調整を経て5月15日に改めて関係機関との討議議事録（R/D）の署名

が終了し、2013年6月から本プロジェクトが開始されています。 

本報告書は、上記の調査及び討議議事録の署名に関する協議の結果を取りまとめたものです。

つきましては、ここにJST、北海道大学をはじめ、本プロジェクトの調査及び開始にあたり、ご協

力を賜りました関係各位に深く感謝申し上げます。 

 

平成25年9月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

人間開発部部長 萱島 信子 
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事業事前評価表 
 

国際協力機構人間開発部保健第一グループ保健第二課 

１．案件名 

国 名：ザンビア共和国 

案件名：アフリカにおけるウイルス性人獣共通感染症の調査研究プロジェクト 

Project for Surveillance of Viral Zoonoses in Africa 

 

２．事業の背景と必要性 

 （1）当該国における保健セクターの現状と課題 

近年、インフルエンザ、エボラ出血熱等の新興・再興感染症が世界中で発生し、公衆衛生

上の主要な課題となっている。これらはヒトと動物の双方に感染するウイルス性人獣共通感

染症である。特に内陸国であるザンビアでは、2008年にアレナウイルス感染者が発見されて

おり、また、近隣国においても人体に致命的な影響を及ぼす出血熱ウイルスの発生が確認さ

れている。また、インフルエンザウイルスについては世界的に多様な鳥や哺乳類で発見され

ており、高病原性鳥インフルエンザ（H5N1）のように世界規模の流行（パンデミック）を起

こす危険性のあるものが知られている。また、2009年には新型インフルエンザ（H1N1）がヒ

トの間でパンデミックを起こし話題となった。これまでにザンビアではインフルエンザウイ

ルスによる重大な被害報告はないものの、周辺のアフリカ諸国ではアウトブレイクが確認さ

れており、ザンビアも脅威にさらされていると言える。 

このように、ザンビアでは種々のウイルス性感染症の問題に直面し、社会的関心も高く、

政策上の優先課題として重視されているにもかかわらず、現時点ではウイルス性人獣共通感

染症に対する教育・研究基盤はほとんど整備されていない。また、サーベイランス情報や検

査診断体制は脆弱であり、病原体の国内外への拡散を効果的に抑制するためには、検査診断

体制の確立とともに病原体の自然宿主1と存続様式2を明らかにする研究が求められている。ま

た、アフリカには未知、もしくは未同定のウイルスが存在している可能性が高く、新規ウイ

ルスの能動的サーベイランスと、病原体としての的確なリスクの評価を行う研究も、ザンビ

アだけでなく周辺国における新興感染症対策にとって大きなニーズとなっている。 

 

 （2）当該国における保健セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

ザンビアの「国家保健戦略計画2011-2015」において、「風土病対策と公衆衛生学的サーベイ

ランス」は8つの公衆衛生分野の優先課題の1つに上げられており、サーベイランスによる早

期検出と調査、迅速な対応の重要性が謳われている。しかしながら、ザンビアでは9州のうち

7州が一般的な届出伝染病の診断でさえ州検査施設で実施できず、ザンビア大学付属教育病院

（University Teaching Hospital：UTH）に検体を送付している。また、2009年の新型インフル

エンザのパンデミックの際には、ザンビアの検査施設では確定診断が困難であったため、ザ

                                                        
1 ウイルスや病原体を体内に保有している宿主（主に動物）を指し、その宿主の間で感染環が成立しているもの。 
2 ウイルス等が自然界の中でどのように維持されているか、その様式。 
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ンビア国政府の依頼により北海道大学が診断サービスの協力を行った。 

本プロジェクトではウイルス性人獣共通感染症のサーベイランスを野生動物や家畜を中心

に実施するが、ヒトも自然宿主に包含されることから、プロジェクトで開発するウイルス検

出法の開発や関連する調査研究は標記優先課題に資するものであると考えられる。 

 

 （3）保健セクターに対するわが国及びJICAの援助方針と実績 

文部科学省は「感染症研究国際ネットワーク推進プログラム（Japan Initiative for Global 

Research Network on Infectious Diseases：J-GRID）」を立ち上げ、新興・再興感染症の発生リ

スクの高い国々に設置した研究拠点間のネットワークを強化するとともに、科学技術振興機

構（ Japan Science and Technology Agency： JST）と国際協力機構（ Japan International 

Cooperation Agency：JICA）が連携して実施する「地球規模課題対応国際科学技術協力（Science 

and Technology Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS）」のもと、日本

の優れた科学技術と政府開発援助（Official Development Assistance：ODA）との連携により、

アフリカ等の開発途上国と環境、防災、感染症等における科学技術協力を推進している。本

プロジェクトは、SATREPSの感染症領域の2012年度の採択課題である。 

また、ザンビアでは本プロジェクトのザンビア側実施機関であるザンビア大学（University 

of Zambia：UNZA）獣医学部、外部協力機関であるUTHを主要カウンターパート機関とする

「結核及びトリパノソーマ症の診断法治療薬開発プロジェクト」が実施されている（2013年

11月に終了予定）。 

また、JICAは、2010年9月に発表した「JICAの保健分野の協力−現在と未来−」において、感

染症対策は国境を越える問題として世界全体が協力して取り組む課題であるとの認識を示し、

保健協力の重点領域として位置付けている。 

 

 （4）他の援助機関の対応 

他の援助機関や大学等の研究機関による感染症分野の研究事業について、本プロジェクト

の研究課題と重複するような研究協力が行われている情報はない。 

 

３．事業概要 

 （1）事業目的 

本研究では、公衆衛生上の重要課題である出血熱ウイルス、インフルエンザウイルス等の

ウイルス性人獣共通感染症について、ザンビア側実施機関と共同で、野生動物や家畜等が保

有するウイルスの診断法の開発/改良、ウイルスの存続様式や伝搬経路等の解明、病原体のリ

スク評価を行うことで、診断法及び疫学情報の普及を図るものであり、同時に、共同研究や

ザンビア側の研究・教育体制の確立を行うことにより、ザンビアにおけるウイルス性人獣共

通感染症に対する研究・サーベイランス能力の強化を図るものである。 

 

 （2）プロジェクトサイト/対象地域名 

ザンビア大学獣医学部/ザンビアにおけるウイルス性人獣共通感染症の流行地域 
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 （3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

ザンビア大学獣医学部の研究者約20名及び研究支援スタッフ約3名 

 

 （4）事業スケジュール（協力期間） 

2013年6月～2018年5月（計60カ月） 

 

 （5）総事業費（日本側） 

4.1億円（JICA負担分） 

 

 （6）相手国側実施機関 

管轄省庁：教育・科学・職業訓練・早期教育省 科学技術局 

（外部協力機関：ザンビア野生保護局、農業家畜省、保健省公衆衛生局） 

研究代表機関：ザンビア大学獣医学部 

（外部協力機関：ザンビア大学付属教育病院） 

 

 （7）国内協力機関 

北海道大学 

 

 （8）投入（インプット） 

1）日本側 

① 専門家派遣 

a）チーフ・アドバイザー兼ウイルス学専門家（短期専門家） 

b）業務調整（長期専門家） 

c）ウイルス学、免疫学、疫学、病理学、分子生物学、生物情報科学、その他必要な専門

性を有する短期専門家 

② 研修員受け入れ 

ウイルス学、免疫学、疫学、病理学、分子生物学、生物情報科学、その他必要な専門領

域 

③ 供与機材 

a）プロジェクトで実施する研究開発活動に必要な機器等 

b）プロジェクトで実施する教育活動に必要な資機材等 

④ 在外事業強化費 

ザンビア側負担事項以外のプロジェクト活動実施に必要な運営経費 

 

2）ザンビア側 

① カウンターパートの人材配置 

a）プロジェクト・ダイレクター：UNZA副学長 

b）プロジェクト・マネージャー：UNZA獣医学部 学部長 

c）ザンビア大学獣医学部の研究者 



 

iv 

d）研究支援スタッフ、ラボテクニシャン、現場アシスタント 

② 土地、施設及び資機材 

a）ザンビア大学獣医学部内の事務スペース・ラボスペース・講義スペース・カンファレ

ンススペース・バイオセーフティレベル（Bio-Safety Level：BSL）-3ラボ・既存の機

器類 

b）ザンビア国内で採取されたサンプル 

③ ローカルコスト 

研究者人件費、水道料金・電気料金・通信費などの光熱費、その他プロジェクト活動実

施に必要な運営経費 

 

 （9）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年4

月制定）に揚げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域には

該当せず、影響はサイトそのものにしか及ばず、不可逆的影響は少ないと判断される。

なお、本プロジェクトで実施する研究活動を通じて生じた感染性廃棄物（野生動物、

家畜、実験動物、ヒトなどから得られた臓器、血液、死骸等）は、UNZAの規定に従っ

て滅菌処理、焼却処理を行うこととしている。また、UNZA獣医学部で予定している研

究ではシアン、水銀、ヒ素、重金属などの特殊な処理が必要な実験廃液が出ることは

想定されていないが、ホルマリンなど有機溶媒の廃棄が必要となる場合には、UNZAの

規定を遵守して取り扱うことが求められる。 

 

2）貧困削減・平和構築/ジェンダー・平等推進 

特になし。 

 

 （10）関連する援助活動 

1）わが国の援助活動 

北海道大学はJ-GRIDの枠組みのもと、UNZA内に「北海道大学ザンビア拠点」を有し、新

興・再興感染症及び熱帯病の研究事業を展開している。 

 

2）他ドナー等の援助活動 

ザンビアの感染症対策には世界保健機関（World Health Organization：WHO）や米国疾病

予防管理センター（Centers for Disease Control and Prevention：CDC）などのパートナー機

関が数多く支援しているが、ウイルス性人獣共通感染症のアウトブレイクが発現した場合

には、本プロジェクトはこれらのパートナー機関と連絡、協調した活動が想定されている。 
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４．協力の枠組み 

 （1）協力概要 

1）プロジェクト目標：ザンビア及び日本の研究機関の共同研究を通して、ウイルス性人獣

共通感染症に対する研究及びサーベイランス能力が強化される。 

指標： 

1．ザンビア大学獣医学部において、研究の技術・環境が整い、モノクローナル抗体3作製

の全課程を独自に実施できるようになっている。 

2．ウイルス性人獣共通感染症に対するサーベイランス体制がザンビア大学で確立されて

いる。 

3．ザンビア人研究者が筆頭著者または共著者に含まれるザンビアにおけるウイルス性人

獣共通感染症の診断法、遺伝子解析、自然宿主、伝播経路、宿主域4、病原性等に関す

る学術論文が、インパクトファクターが1.0以上のピアレビュー5のある専門誌に5報以

上掲載されている。 

 

2）成果及び活動 

成果1：ザンビア大学獣医学部において人獣共通感染症に関する研究及び教育実施体制が確

立される。 

指標： 

1．2014年3月までに初期研究活動開始に必要な研究機器や設備のセットアップが終了し

ている。 

2．終了時評価時までに、標準化された研究活動や実験操作、サーベイランスについての

標準作業手順書（Standard Operating Procedures：SOP）がザンビア大学獣医学部で作

成されている。 

3．2014年12月までに、生物資源のライブラリ6としての保存を開始する。 

活動： 

1-1．プロジェクトの研究及び教育活動に必要な研究機器や設備をザンビア大学獣医学部

にセットアップする。 

1-2．標準化された研究活動や実験操作、サーベイランスについてSOPを作成する。 

1-3．本プロジェクトの研究活動や将来の高度な研究のための、可能性のある宿主（野生

動物、家畜、ヒトなど）から採取した検体、ウイルスに対する抗血清7、モノクロー

ン抗体などの生物資源を体系的にライブラリとして保存する。 

1-4．ザンビア及び日本で実施された研究の成果共有やモニタリングのための会議を開催

する（少なくとも年2回）。 

                                                        
3 1個の抗体産生細胞から人為的に産生した構造が均一な抗体で、検査診断薬だけでなく、癌や自己免疫疾患の治療薬にも応用

されている。 
4 多くのウイルスは特定の生命体（宿主）あるいは当該宿主の特定の組織、細胞に限定して感染するが、幾つかのウイルスは

複数の種や細胞に感染する。宿主域とはウイルスが感染する種や細胞のスペクトル（範囲）を言う。 
5 特定のある雑誌が1論文あたり平均何回引用されているかを算出した数値で、雑誌の影響度を示す指標。一般にはインパクト

ファクターが1.0以上で国際的に認められた学術誌であると考えられている。 
6 生体資料や遺伝子、抗体などの生物資源をそのものに付帯する情報とともに、系統立てて保存管理するシステム。 
7 動物の体内に病原菌や毒素などの抗原を注射し、血液中に抗体を作らせてから採取した血清。 
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1-5．ザンビア大学獣医学部において、ザンビア人講師によるウイルス性人獣共通感染症

に関する講義及び実習の実施を支援する。 

 

成果2：インフルエンザやウイルス性出血熱等のウイルス性人獣共通感染症に対する診断法

（ウイルス遺伝子検出法、ウイルス特異抗体検出法及びウイルス抗原検出法）が確立・改

良される。 

指標： 

1．2016年3月までに、ウイルス遺伝子検出法8がザンビア大学獣医学部で確立されている。 

2．2016年3月までに、ウイルス特異抗体検出法9がザンビア大学獣医学部で確立されてい

る。 

3．2017年12月までに、ウイルス抗原検出法10がザンビア大学獣医学部で確立されている。 

活動： 

2-1．ウイルス遺伝子検出法の開発 

2-1-1．北海道大学において、特定のウイルス種及び未知のウイルスを広く検出するウイ

ルス遺伝子検査法を開発する。 

2-1-2．ザンビア大学獣医学部において、活動2-1-1で開発した検査法について動物やヒト

から採取した実際の検体を用いて感度及び特異性11を評価し、ウイルス遺伝子検

出法を確立する。 

2-2．ウイルス特異抗体検出法の開発 

2-2-1．北海道大学において、遺伝子組み換えウイルス蛋白質発現系12を確立し、精製し

た蛋白を用いて、ウイルス特異抗体検出法を開発する。 

2-2-2．ザンビア大学獣医学部において、活動2-2-1で開発した検出法について動物やヒト

から採取した実際の検体を用いて感度及び特異性を評価し、ウイルス特異抗体検

出法を確立する。 

2-3．ウイルス抗原検出法の開発 

2-3-1．北海道大学とザンビア大学獣医学部において、活動2-2-1で得られた遺伝子組み換

えウイルス蛋白あるいは精製ウイルスを基に、抗血清（ポリクローナル抗体）及

びモノクローナル抗体を作製する。 

2-3-2．北海道大学とザンビア大学獣医学部において、抗血清及びモノクローナル抗体を

用いて、ウイルス抗原検出法を開発する。 

2-3-3．ザンビア大学獣医学部において、活動2-3-2で開発した検出法について動物やヒト

から採取した実際の検体を用いて感度及び特異性を評価し、ウイルス抗原検出法

                                                        
8 特定のウイルスに固有の遺伝子配列を検出する方法。 
9 ある特定のウイルスに感染した際に宿主が産生する抗体を検出する方法。直接ウイルスを測定するものではなく、抗体の存

在を確認することによって、特定のウイルスが宿主に感染したことを間接的に確認するもの。 
10 ウイルスそのものや構成タンパクなどウイルスの一部などを直接測定する方法。 
11 抗体の、特定の抗原とだけ反応する性質。抗体は構造の類似する抗原に対して広く反応する場合があるが、高い特異性を示

す抗体は、より特定の抗原だけに結合する。 
12 遺伝子組み換え技術を用いて、ウイルスの一部である蛋白を発現する遺伝子をある細胞に導入し、目的とするウイルス蛋白

を大量に生産する実験系。 
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を確立する。 

2-3-4．モノクローナル抗体のウイルス性人獣共通感染症の診断及び予防薬・治療薬開発

への応用に関する基礎的研究を行う。 

 

成果3：遺伝子解析、自然宿主、伝播経路、宿主域、病原性等の情報に基づいて、既知及び

未知のウイルスについて病原体としてのリスクが評価される。 

指標： 

1．2014年12月までに、検体のウイルス遺伝子、ウイルス特異抗体、またはウイルス抗原の

スクリーニング13が開始されている。 

2．2016年12月までに、プロジェクトで採取したウイルスの系統解析14が開始されている。 

3．2017年3月までに、ウイルスの病原性及び宿主域の決定メカニズムに関する分子生物学

的解析作業が開始されている。 

活動： 

3-1．人獣共通感染症病因ウイルスの自然宿主の同定及び伝播経路の解明 

3-1-1．ザンビア国内の野生動物（コウモリ、げっ歯動物、霊長類、水禽類など）、家畜、

ヒトから血液、臓器、糞便等の検体を採取する。 

3-1-2．既存の方法及びプロジェクトで開発した検出法を用いて、採取した検体のウイル

ス遺伝子、ウイルス特異抗体、またはウイルス抗原をスクリーニングする。 

3-1-3．（活動3-1-2でウイルスが検出された場合は）北海道大学とザンビア大学獣医学部

において、発育鶏卵（インフルエンザウイルス）または培養細胞（出血熱ウイル

ス等）を用いてウイルスの分離を試みる。 

3-1-4．採取した検体のうち、ザンビア国外への持ち出し可能な検体15については、北海

道大学（及びザンビア大学獣医学部）において高度な検出法（次世代シークエン

サーなど）を用いて未知または未同定のウイルス遺伝子を検索する。 

3-1-5．ザンビア大学獣医学部（または北海道大学の双方）において、分離したウイルス

または同定したウイルス遺伝子の全塩基配列を決定し、進化（分子）系統解析を

行う。 

3-2．ウイルスの宿主域及び病原性決定メカニズムの解析 

3-2-1．ザンビア大学獣医学部（または北海道大学の双方）において、分離されたウイル

スを様々な培養細胞及び実験動物に接種し、増殖能16及び病原性を解析する。 

3-2-2．北海道大学（及びザンビア大学獣医学部）において、ウイルスの病原性及び宿主

域の決定メカニズムを分子生物学的に解析する。 

3-3．既知または未知のウイルスに関する解析結果に基づき、ザンビア大学獣医学部と北

                                                        
13 多数の検体の中から、特定の条件（この場合、ウイルス遺伝子や特異抗体、抗原の存在の可能性のあるもの）に合致したも

のを選び出すこと。 
14 全生物は共通祖先から進化したという仮説に基づき、アミノ酸配列や塩基配列を使って生物間または遺伝子の進化的道筋 

（系統）を解明する解析。 
15 物質移動あるいは輸出入は関係省/関係当局からの認可を得て行う。 
16 ウイルスは単体で増殖出来ないが、感染した細胞の生殖機構を利用することで増殖する。増殖能とは、ウイルスが宿主細胞

内で増殖する能力を言う。 
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海道大学が共同で、ウイルス性人獣共通感染症としてのリスクを評価する。 

 

3）プロジェクト実施上の留意点 

1．プロジェクトの実施体制：プロジェクト・ダイレクターはUNZA副学長が担い、UNZA

獣医学部長がプロジェクト・マネージャーとして日常的な運営をする体制とする。所

管省庁は教育・科学・職業訓練・早期教育省となる。野生動物のサンプリング、家畜

やヒトからの検体入手など、人獣共通感染症に関連する機関（保健省、ザンビア大学

付属教育病院、農業家畜省、ザンビア野生動物局）にも本プロジェクトへの協力を要

請し、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）のメンバーとして参加す

る。UNZA獣医学部がザンビア側の主要実施機関となるが、プロジェクト活動実施には

これら外部機関の協力が必須であることから、実務上の必要な連絡報告に加え、JCCや

年2回の定期会議の実施（活動1-4）を通じて円滑な研究成果共有や進捗モニタリングを

実施する。 

2．アウトブレイク等の対応：プロジェクト期間中にウイルス性人獣共通感染症アウトブ

レイクが発現した際には、ヒト感染（拡大）を食い止める（早期封じ込め）ためにも

保健省を通じてWHOやCDCと連携した対応を行う必要がある。また、診断・検査・ア

ウトブレイクモニタリング・研究等にかかわるサンプルを本プロジェクトが入手でき

るよう教育省・UNZAが関係機関と調整を行うこととする。 

3．法令・規制の遵守：SATREPSに特有の事項（共同研究合意文書（守秘義務・知的財産

権・研究成果公表等）、臨床試験（治験）の排除、生物資源の国外持ち出し、バイオセ

ーフティ及び倫理配慮など）について合意済であるが、特に生物資源の持ち出しや物

質移動に関しては、ザンビアの法令・規制を遵守して行われるよう留意する必要があ

る。 

4．先行して実施中のSATREPS案件やJ-GRIDで実施中のプロジェクトで導入した機器等を

有効活用し、また、双方における成果等の情報共有等を図ることで、円滑な研究活動

が期待できる。しかしながら、人員配置や予算の切り分けなどは適切に管理すること

に留意する必要がある。 

 

 （2）その他インパクト 

特になし。 

 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

 （1）事業実施のための前提 

・ 本プロジェクトで行う各研究課題に対し、ザンビア側関係機関の倫理委員会からの承認

が得られている。 

・ 遺伝子工学（遺伝子組み換え操作）に関して、ザンビア側関係省/関係当局からの研究承

認が得られている。 

・ 関係当局によるプロジェクトで行う動物実験の認可が得られている。 

・ ザンビア国実施機関がプロジェクト活動のための適切な予算措置・人員配置を行う。 
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 （2）成果目標のための外部条件 

・ ザンビア国実施機関がプロジェクト活動のための適切な予算措置・人員配置を行う。 

・ 研修を受けたカウンターパートがプロジェクト成果達成に影響を及ぼすほど離職しない。 

・ 医療機関及び他の関係機関（農業家畜省、ザンビア野生動物局、保健省/UTHなど）から、

プロジェクト活動の実施に必要な協力が得られる。 

 

 （3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ 医療機関及び他の関係機関から、ウイルス性人獣共通感染症のサーベイランスに必要な

協力が得られる。 

 

６．評価結果 

 本事業は、ザンビアの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計

画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

 （1）類似案件の評価結果 

タイ国「デング感染症等治療製剤研究開発プロジェクト」中間レビュー報告書では、

SATREPS事業では研究機器や各種消耗品、試薬などの調達品が通常のJICA技術協力プロジェ

クトと比して多く、またこれら調達品を含めて多くの手続きを要する本邦調達が多いため、

プロジェクト開始後に速やかに研究活動を開始できるような実施スケジュール上の配慮が必

要であることが、教訓として示されている。 

 

 （2）本事業への教訓 

本プロジェクトではこの教訓を活かし、プロジェクト開始後から開始される研究機器等の

調達手続き、輸送、搬入に必要な期間を加味した活動計画（Plan of Operation：PO）を作成し

ている。しかしながら、本邦調達品に関しては、調達後の輸送や免税手続き、搬入作業など

多くのステップがあるため、その工程管理は慎重に行われることが求められる。 

 

８．今後の評価計画 

 （1）今後の評価に用いる主な指標 

4．（1）のとおり。 

 

 （2）今後の評価計画 

2015年10月頃 中間レビュー 

2017年12月頃 終了時評価 



 

－1－ 

第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の目的 

本調査では、ザンビア共和国（以下、「ザンビア」と記す）側からの要請内容を確認したうえで、

協力計画（プロジェクトデザイン）を策定するため、以下の作業を実施する目的で派遣された。 

 （1）本プロジェクト要請の背景及び現状を確認するとともに、要請内容と北海道大学の研究計

画との調整を図る。 

 （2）プロジェクト基本計画（プロジェクトの目標、成果、活動、投入等）をプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）で、更に活動スケジュールをPOにて

取りまとめるとともに、プロジェクトの実施体制（研究含む）を作成し、合意する。 

 （3）地球規模課題科学技術協力プロジェクトとして事前に確認すべき項目（知的財産権の取り

扱い、治験または臨床試験の取り扱い、バイオセーフティ、倫理的配慮、生物資源の国外持

ち出し等）に関する協議を行い、合意する。 

 （4）プロジェクト開始までに行う作業及びそのスケジュールを確認する。 

 （5）上記の事項をミニッツ（協議議事録）として取りまとめ、署名交換する。 

 （6）評価5項目に基づき、特に妥当性を中心とした事前評価を行う。 

 

１－２ 調査団構成（敬称略） 

担当業務 氏 名 所  属（調査時点） 

団長/総括 小森 正勝 JICA人間開発部保健第一グループ保健第二課 課長 

感染症研究 高田 礼人 北海道大学人獣共通感染症リサーチセンター 国際疫学部

門 教授（研究代表者）17 

協力企画 鈴木 貴子 JICA人間開発部保健第一グループ保健第二課 職員 

評価分析 井上 洋一 （株）日本開発サービス調査部 主任研究員 

オブザーバー18 北 潔 
東京大学大学院医学系研究科 教授 

（JST感染症分野研究主幹） 

オブザーバー 佐藤 優子 JST地球規模課題国際協力室 調査員 

 上記団員のほか、国立感染症研究所ウイルス第一部西條政幸部長（短期専門家）、及びJICAザン

ビア事務所から所長、所員が参加。 

 

                                                        
17 SATREPSでは、研究代表者はJST事業における研究課題の責任者として、研究計画書・報告書等の作成、評価の対応等の責

務を負うとともに、JICA技術協力プロジェクトにおいても、全体計画及び年次計画、報告書等の作成、評価への対応等、JICA

専門家チームの総括担当者として責任を負うことになっている。 
18 SATREPSでは、詳細計画策定調査の協議内容及び結果と、研究計画に大きな違いが生じないようにJSTに詳細計画策定調査

におけるオブザーバー参加を依頼し、課題（本件では感染症分野）の調整を行うこととしている。 

 



 

－2－ 

１－３ 調査日程 

日付 行程 

11月25日 日 ザンビア着 

11月26日 月 

09：30 JICAザンビア事務所訪問 
10：30 UNZA獣医学部 学部長訪問、UNZA視察 
13：00 ザンビア大学付属教育病院ウイルスラボ 訪問 
15：00 MESVTEE 訪問 

11月27日 火 
09：00 野生保護局 訪問 
14：00 団内協議 

11月28日 水 

09：30 農業家畜省 訪問 
10：00 UNZA学長 訪問 
14：00 ザンビア大学付属教育病院 病院長 訪問 
16：00 団内協議（団長、JST研究主幹 合流） 

11月29日 木 

09：00 MESVTEE 表敬訪問 
11：00 保健省公衆衛生局長 表敬訪問 
14：00 北大ザンビア拠点 訪問 
16：00 M/Mドラフト 

11月30日 金 
09：00 M/M協議（UNZA） 
16：00 JSTチーム 結核及びトリパノソーマ症の～～プロジェクト

BSL-3実験施設 視察 

12月1日 土 M/M、報告書作成 

12月2日 日 M/M、報告書作成 JST北研究主幹ザンビア発 

12月3日 月 
協議予備日 
M/M最終確認（資料準備） 

12月4日 火 
09：00 プロジェクト会議 & M/M署名 （MESVTEE） 

参加者：MESVTEE、調査団、UNZA、北海道大学、JICA（事務

所）、ZAWA、農業家畜省、保健省、ザンビア大学付属教育病院 

12月5日 水 
08：30 JICAザンビア事務所報告 
10：00 大使館報告 

12月6日 木 ザンビア発 

 

１－４ 主要面談者（敬称略） 

組織名 部署名 役職 氏名 

教育・科学・職業訓

練・早期教育省 

科学・職業訓練分野 

Science & Vocational Training
次官 Dr. Patrick K. NKANZA 

計画開発局（次官代理） 

Planning & Development 

（Acting Permanent 

Secretary） 

局長 Mr. David Ndopu NDOPU 

科学技術局 

Department of Science & 

Technology 

局長 Ms. Jane M. CHINKUSU 

 

科学技術局 

Department of Science & 

Technology 

上級科学技術担当官 

Senior Science & Technology 

Officer 

Mr. Paul MBEWE 
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ザンビア大学 

 
副学長 

Vice Chancellor 
Prof. Stephen SIMUKONGA 

 
副学長代理 

Deputy Vice Chancellor 
Dr. Wilson N. M. MWENYA 

ザンビア大学獣医

学部 

 
学部長 

Dean 
Prof. Aaron MWEENE 

臨床関連領域研究学科 

Department of Paraclinical 

Studies 

学科長 

Head of Department 
Prof. Boniface NAMANGARA

臨床関連領域研究学科 

Department of Paraclinical 

Studies 

上級講師 

Senior Lecturer 
Dr. Bernard M. HANG’OMBE

疾病対策学科 

Department of Disease Control

学科長/講師 

Head of Department/Lecturer 
Dr. Martin SIMUUNZA 

疾病対策学科 

Department of Disease Control

講師 

Lecturer 
Dr. Musso MUNYEME 

疾病対策学科 

Department of Disease Control

講師 

Lecturer 
Dr. Katendi CHANGULA 

 
主任技術補佐員 

Chief Technician 
Ms. Henry M. CHIMANA 

ザンビア野生動物

局 

 

保護・管理部門長代理 

Acting Director Conservation 

and Management 

Ms. Melody ZEKO 

 
運営部門マネージャー 

Manager – Operations 
Mr. Paul ZYAMBO 

 
研究部門長 

Head of Research 
Chuma SIMUKONDA 

 
野生動物医学部門 

Wildlife Veterinary 
Mr. David SQUARRE 

保健省 

公衆衛生・調査研究局 

Department of Public Health & 

Research, Ministry of Health 

副局長（局長代理） 

Deputy Director （Acting 

Director） 

Dr. Max BWEUPE 

 
国家疫学担当官 

National Epidemiologist 
Dr. Muzala K. KANYANGA 

ザンビア大学付属

教育病院 

 

診療最高責任者 

Senior Medical 

Superintendent 

Dr. Lackson KASONKA 

病理・微生物部門、 

ウイルス学部門 

Virology Laboratory, 

Department of Pathology & 

Microbiology 

 

 

 

部門長 

Unit Head 
Dr. Mwaka MONZE 

農業家畜省 

獣医学サービス部 

Department of Veterinary 

Services 

部長代理 

Deputy Director 
Swithine H. KABILIKA 

中央獣医学研究センター 

Central Veterinary Research 

Institute 

獣医研究担当官 

Chief Veterinary Research 

Officer 

George DAUTU 
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国立感染症研究所 ウイルス第一部 部長 西條 政幸 

北海道大学 

ルサカオフィス 副所長 成澤 徳子 

人獣共通感染症リサーチセ

ンター 

特定専門職員 中川 恵美子 

教授 澤 洋文 

助教 石井 秋宏 

特任助教 吉田 玲子 

特任助教 小川 寛人 

講師 中村 一郎 

特任助教 大場 靖子 

在ザンビア日本大

使館 

 特命全権大使 江川 明夫 

 一等書記官 山中 恵子 

 

 

１－５ 調査結果 

１－５－１ プロジェクト情報に関する事項 

案件名 

 

（和）アフリカにおけるウイルス性人獣共通感染症の調査研究プロジェクト

（英）Project for Surveillance of Viral Zoonoses in Africa 

協力期間 2013年6月から2018年5月の5年間（計60カ月） 

関係機関 【省庁関連】 

教育・科学・職業訓練・早期教育省－科学技術局（図-1参照） 

（外部協力機関：ザンビア野生動物局、農業家畜省、保健省公衆衛生局）

【研究代表機関】 

UNZA獣医学部 

（外部協力機関：ザンビア大学付属教育病院） 

 

プロジェクト・ダイレクターはUNZA副学長とし、UNZA獣医学部長がプロ

ジェクト・マネージャーとして日常的な運営をする体制とした。所管官庁

は要請どおり、教育・科学・職業訓練・早期教育省となる。野生動物のサ

ンプリングなど、本プロジェクト活動上欠かすことのできないパートナー

である野生動物局及び人獣共通感染症に関連する機関（保健省、ザンビア

大学付属教育病院、農業家畜省）にも本プロジェクトへの協力を要請し、

JCC（合同調整委員会）のメンバーとして参加することで合意を得た。 

受益者 プロジェクト実施者：UNZA獣医学部の研究者 約20名及び研究支援スタッ

フ（ラボテクニシャン等）約3名 

裨益者：ザンビアの住民 （全国民人口 約1,300万人） 

１－５－２ 本プロジェクト基本計画 

 上述の事業事前評価表のとおり。 

１－５－３ 本プロジェクトにおける研究活動実施にあたっての協議事項 

研究チーム 日本側からは本件研究代表者、ザンビア側はUNZA獣医学部長を研究チー

ムリーダーとして研究チームを構成した（構成メンバーの詳細はAnnex1の

付属資料1の5.のとおり）。 
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共同研究合意文

書 

R/D締結と同時に、北海道大学とUNZAの間で、以下の項目を含んだ共同研

究合意文書（Memorandum of Understanding：MoU）を締結することで合意

した。 

-目的及び計画 

-実施内容 

-守秘義務及び知的財産権 

-生物遺伝資源へのアクセス 

-研究成果の公表 

-紛争の解決 

-合意文書の有効期間 

-法・規則の準拠 

-その他、両機関に関すること 

知的財産権 研究により生じた特許等の知的財産権は、上記MoUの定めるとおりとする

ことで合意した。 

治験及び臨床試

験 

本プロジェクトでは治験または臨床試験を行わない予定であるが、北海道

大学及びUNZAが本プロジェクトに関連して治験又は臨床試験を実施した

ことにより発生した有害事象、その他被害に対する損害及び賠償に対して

JICAはその責を負わず、したがってJICAは関連する一切の費用を支払わな

いことで合意した。 

倫理委員会 本プロジェクトのすべての研究活動は関連機関の倫理委員会の承認を受け

ることで合意した。 

バイオセーフテ

ィ 

本プロジェクトでは、関係機関の実験室バイオセーフティ基準に従って実

験を実施することで合意した。 

生物遺伝資源の

輸出入 

本プロジェクトでは、微生物病原菌、臨床検体を含む生物資源の輸出入に

ついて関係省庁や関係機関からの承認を得ることで合意した。 

アウトブレイク

等発生時の対応 

出血熱ウイルスやインフルエンザウイルス、その他未知のウイルスのアウ

トブレイクが本プロジェクト実施中に発生した際に、診断・検査・アウト

ブレイクモニタリング・研究等にかかわるサンプルを本プロジェクトが入

手できるよう教育省・UNZAが関係機関と調整を行うことで合意した。 
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第２章 評価5項目による事前評価結果 
 

２－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下に示す理由から高いと判断される。 

 

ザンビアの「国家保健戦略計画2011-2015」において、「風土病対策と公衆衛生学的サーベイラン

ス」は8つの公衆衛生分野の優先課題の1つに上げられており、サーベイランスによる早期検出と

調査、迅速な対応の重要性が謳われている。社会的関心も高く、政策上の優先課題として重視さ

れているものの、現時点ではウイルス性人獣共通感染症に対する教育・研究基盤はほとんど整備

されていない状況である。このため、ザンビアではウイルス性人獣共通感染症に関するサーベイ

ランス情報や検査診断体制は脆弱であり、病原体の国内外への拡散を効果的に抑制するためには、

検査診断体制の確立とともに病原体の自然宿主と存続様式を明らかにすることが必要である。ま

た、アフリカには未知、もしくは未同定のウイルスが存在している可能性が高く、新規ウイルス

の能動的サーベイランスと的確なリスク評価を行うことも、ザンビアだけでなく周辺国の新興感

染症対策に大きなニーズとなっている。このことから、本プロジェクトはザンビア保健政策上の

ニーズに合致するものと考えられる。 

また、本プロジェクトのザンビア側実施機関であるUNZAの監督省である教育・科学・職業訓練・

早期教育省（Ministry of Education, Science, Vocational Training and Early：MESVTEE）は、第六次

国家開発計画のもと、その具体的施策となる「国家教育セクター実施枠組みIII 2011-2015」の中で

科学技術革新の促進を謳っており、具体的な取り組みとして研究者の育成、研究機関の機能強化

をめざしていることから、共同研究を通してザンビア研究機関の人材育成、組織強化をめざす本

プロジェクトの目標との一致性は高い。農業・家畜省も家畜の生産性の観点から国境を越えて拡

散する人獣共通感染症対策の重要性を「国家農業政策2012」の中で明確に示しており、その具体

的施策となる「家畜開発政策2012」でも家畜の感染症アウトブレイク対策にサーベイランス機能

強化（早期警戒システムの構築）を行うことが示されている。野生動物に由来する感染症対策と

して野生動物のサーベイランス等に関する政策的方向性は明記されていないものの、ザンビアの

野生動物保護管理を担当するザンビア野生動物局（Zambia Wildlife Authority：ZAWA）はフィール

ド担当官や観光客の安全確保の観点から人獣共通感染症対策の重要性を認識している旨を面談時

に表明しており、本プロジェクトへの協力が約束されている。 

わが国のODA方針においても感染症対策を重要視しており、第4回アフリカ開発会議（The 4th 

Tokyo International Conference on African Development：TICAD IV）（2008年）で採択された横浜

行動計画では、アフリカにおける感染症と闘うための医療研究及び模範的な医療活動の奨励が謳

われており、「感染症研究国際ネットワーク推進プログラム（J-GRID）」による新興・再興感染症

の発生リスクの高い国々に設置した研究拠点間のネットワークを強化するとともに、「地球規模課

題対応国際科学技術協力（SATREPS）」のもと日本の優れた科学技術とODAとの連携により、アフ

リカ等開発途上国と環境、防災、感染症等における科学技術協力を推進することが示されている。

本プロジェクトは、SATREPSの感染症領域の2012年度の採択課題であり、本プロジェクトは科学

技術に立脚したODAの具体的取り組みと位置づけることが出来る。 

UNZA獣医学部はザンビアの人獣共通感染症研究をリードする教育研究機関であり、所属する研

究者は共同研究を通じた研究能力、組織機能の強化だけでなく、教育機関としての若手研究者、
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獣医などの実務者育成に並々ならぬ意欲を示している。このような科学技術の進展を将来にわた

って担う優秀な若手研究者の人材育成は、周辺国の感染症研究を牽引することが期待されるUNZA

において大きなニーズとなっており、地球規模課題としての感染症対策に対する国際的要求にも

適うものである。 

 

２－２ 有効性 

以下に示す理由から、本プロジェクトはおおむね高い有効性が期待できる。 

 

本プロジェクトではウイルス性人獣共通感染症の検出法の開発（成果2）と、開発した診断法や

日本の研究機関での高度な検出法を用いた既知、未知のウイルスに対するサーベイランスにより、

宿主域や伝播経路の解明など科学的根拠に基づいたリスク（危険性）強化を行う（成果3）ととも

に、ザンビアの人獣共通感染症の調査研究に大きな役割を果たすUNZA獣医学部の研究・教育実施

体制の強化（成果1）を行うことにより、ザンビアのウイルス性人獣共通感染症の研究及びサーベ

イランス能力の強化（プロジェクト目標）をめざすものである。これらの成果は人獣共通感染症

研究及びサーベイランス機能強化に必要な要素を網羅するものであり、具体的な研究活動もザン

ビア側研究機関の実情に合わせて計画されていることから、成果—プロジェクト目標の論理的破綻

なく、実現可能性の高いデザインとなっている。 

他方、可能性のある自然宿主として野生動物だけでなく、家畜やヒトも対象としていることか

ら、サンプル採取、提供などに際して農業・家畜省やZAWA、保健省などの外部機関の協力が必須

である。これらの機関は外部協力機関として本プロジェクトへの協力が約束されているが、JCCや

年2回の研究進捗報告会などを通じて適切に連携体制を維持していくことが求められる。また、本

プロジェクトでめざすザンビアのサーベイランス機能強化を実現するためにも、これらの協力機

関とセクター横断的な連携体制がプロジェクト期間終了までに確立されることが望ましい。 

「研究」は適切なプロセスを持って実施しても成果が得られない場合もあり、その不確実性は

不可避ではある。しかしながら、ウイルスの新規検出法開発やウイルス学的調査研究技術は、こ

れまで北海道大学で蓄積されたノウハウを応用してザンビア研究機関での開発を実施するもので

あり、実現可能性を一定程度担保したプロジェクトデザインとなっている。 

 

２－３ 効率性 

以下に示す理由から、本プロジェクトの効率性は高いものと期待できる。 

 

UNZA獣医学部は1985年にJICA（当時、国際協力事業団）と北海道大学が協力して新設された教

育研究機関であり、現在まで活発な研究協力が継続されている。UNZA獣医学部の教員の多くは北

海道大学獣医学部の博士課程修了者であり、北海道大学への留学生受け入れやUNZAへの研究者派

遣（一部の研究者は客員教授として）などを通じて研究人材育成などのソフト面が強化されてい

る。また、これまでの研究交流を通じて研究機器などのハード面での機能強化も行われており、

これらのリソースが本プロジェクトでも可能な限り活用されることが想定されている。また、本

プロジェクトに必要な実験を行うために必要なスペースの確保はUNZA獣医学部との協議で既に

合意に至っており、想定されている供与機材の搬入に問題はない。 

また、北海道大学は「J-GRID」のもと、UNZA内に「北海道大学ザンビア拠点」を有し、新興・
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再興感染症及び熱帯病の研究事業を展開している。本プロジェクトでは研究機器の相互活用や人

的支援、情報共有などの連携が想定されていることから、本プロジェクトの円滑な導入に貢献す

ることが期待されるとともに、双方の研究成果創出に大きく貢献することが見込まれる。また、

北海道大学は留学生受け入れや共同教育・研究、学生交流の更なる促進に向けて、UNZAに「北海

道大学ルサカオフィス」を2012年8月に開所した。このことにより、北海道大学とUNZAの国際共

同研究事業として円滑な実施が見込まれることから、これらの協力体制は本プロジェクトの効率

的な実施に大きく貢献することが期待される。 

 

２－４ インパクト 

本プロジェクトの実施を通じて、以下に示すようなインパクトが想定または期待できる。 

 

ザンビアのみならずアフリカ諸国は人獣共通感染症により多くの人々、家畜の健康が脅かされ

ているが、特に野生動物に由来するウイルス性人獣共通感染症に対してはほとんど対策が取られ

ておらず、病原体の検出を含むサーベイランス、宿主域や伝播経路などの科学的根拠に基づいた

予防法の開発、治療薬の開発に係る研究は、他の感染症に比較して大きく遅れている。本プロジ

ェクトの実施によりサーベイランス機能強化や科学的根拠に基づいたリスク（危険性）評価が実

現すれば、ザンビア国内でのアウトブレイク早期発見、迅速対応（封じ込め）が可能となり、隣

国への拡散抑制も大いに期待できることから、ザンビアや近隣諸国のヒトの健康のみならず、家

畜の生産性、食の安全の観点からも、得られる社会的、経済的利益は甚大である。 

本プロジェクトでは研究成果創出によりザンビア側にウイルス性人獣共通感染症対策に資する

科学的基盤を提供するとともに、UNZAのウイルス分野の診断・研究・教育体制を整備することも

目指している。共同研究を通して意欲をもったザンビア人研究者が育成され、施設設備も含めた

教育研究環境が整備されれば、ザンビアが近隣諸国の中で人獣共通感染症研究の中核を担う施設

として成長することも期待される。また、人獣共通感染症は地球規模の課題であることから、本

プロジェクトに参加する若手日本人研究者を将来、世界に通用する人材として育成することも期

待され、両国の研究機関が人獣共通感染症対策に係る教育研究活層を推進することは、わが国の

地球規模対策課題への国際貢献に資するものである。 

本プロジェクトではインフルエンザと出血熱にテーマを絞って共同研究を実施するが、本プロ

ジェクトで開発する3種のウイルス検出法の基本技術は他の病原体にも応用可能であり、将来的に

は広く感染性疾患の病原体検出法の開発も期待できる。また、本プロジェクトではウイルス検出

法のためのモノクローナル抗体作成の全課程をザンビア側研究機関で実施できるような技術移転

を計画しているが、モノクローナル抗体は予防薬・治療薬への応用が可能である。本プロジェク

ト内でもモノクローナル抗体の防薬・治療薬開発への応用に関する基礎的研究を行うことが予定

されている（活動2-3-4）。これに加え、プロジェクトでは採取したサンプルや抗血清、モノクロー

ナル抗体などの生物資源を体系的に保存するライブラリ構築を計画しており（活動1-3）、将来の高

度な研究に向けた体制整備も行うこととしている。 

本プロジェクトは病原体や感染性の血液等を取り扱うため人体に対する負の影響が考慮される

が、本件はプロジェクト活動内部で対応すべき問題であるため、負のインパクトの可能性として

は整理されない。なお、本プロジェクトを通じて標準化された実験操作は標準作業手順書（SOP）

を作成することを予定しており（活動1-2）、適切かつ安全な実験操作が行われることを担保してい
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る。また、必要な研究項目についてはUNZA、北海道大学それぞれで倫理委員会の承認を受ける手

続きをとることを確認しており、承認が得られれば研究者の安全が守られた研究内容であると読

み替えることもできる。 

 

２－５ 持続性 

以下に示す理由から、本プロジェクトで得られる便益はプロジェクト期間終了後も継続される

ことが見込まれる。 

 

妥当性の項でも延べたとおり、人獣共通感染症は地球規模の対応が求められる重要課題である

とともに、ザンビアでもヒトの健康や家畜の生産性の観点から、政策的にも人獣共通感染症対策

の重要性が示されている。また、教育的観点からもMESVTEEも科学技術の向上をめざしているこ

とから、本プロジェクトの終了以降もザンビアにおいて、教育研究を含めた人獣共通感染症への

取り組みが継続される見込みは高い。 

また、インパクトの項で述べたとおり、ウイルス検出法開発やウイルス学的研究手法など本プ

ロジェクトを通して得られた技術・経験は他の病原体研究への応用が可能なものが多い。UNZA獣

医学部と北海道大学は、これまで30年近く活発な研究交流が継続されており、北海道大学ルサカ

オフィスの開設による更なる人材交流、研究交流が期待されることから、プロジェクト期間終了

後もプロジェクトを通じて獲得した技術・経験がより高度な研究への発展や他の病原体へ応用さ

れることは一定程度担保されると考えられる。 

他方、本プロジェクトではザンビア側研究機関の実情に配慮して持続性を意識したプロジェク

トデザインを行っているが、ザンビア側研究機関の独自の研究費は限られており、プロジェクト

期間終了後の研究をザンビア側研究機関単独で継続することは困難が予想される。このため、プ

ロジェクト実施の中でザンビアにおける国から配分される大学の予算の仕組み等を理解したうえ

で、UNZA獣医学部と本プロジェクト成果を先方政府へ示しながら、予算申請に向けた取り組みも

行っていくことが求められる。 
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第３章 団員所感 
 

３－１ 感染症研究団員（高田教授）所感 

調査では、多少のスケジュールの変更はあったが、予定されていたほぼすべての目的が無事達

成され、日本側（JST、JICA、北海道大学）及びザンビア側（教育・科学・職業訓練・早期教育省、

ザンビア大学）との間でのプロジェクト基本計画（PDM、実施体制等）に関する協議は大きな問

題もなく合意に至った。過去にモンゴル及びタイのJICA技術プロジェクトに短期専門家として派

遣されたことがあるが、プロジェクト開始前の様々な段取り（関係省庁への表敬・内容説明、ミ

ニッツ署名等）は、私にとっては初めての経験であり、大変有意義なものであった。 

一般に、途上国における自然科学分野の研究・教育基盤の底上げというのは、相手国の単独の

研究機関に対する機材の投入と研究者の人材育成だけでは達成できない。実際には、研究・教育

を取り巻くあらゆる環境（初等教育、研究機器・試薬関連企業、基本的なインフラなど）すべて

が同時進行で、発展・整備されていくことが必要である。例えば、自然科学分野で最近中国の伸

びが著しい理由は、政府が科学研究に多くの予算を投入し、研究に必要なハード面を拡充すると

同時に、米国などに留学していた多くの優秀な様々な分野の中国人研究者が帰国し自国の競争環

境の中で研究活動が出来るような体制を国家戦略として整えたからだと思われる。ザンビアでも、

本プロジェクトが契機となりウイルス感染症に関する研究・教育基盤が確立・定着するためには、

ザンビア経済の全体的発展及び関連研究機関と科学関連企業等への連動した将来的支援が重要な

要素となるであろう。 

私は、SATREPSは画期的な企画だと思っている。しかし、その画期性を発揮するためには、JICA

とJST双方の決まり事や方法を順守することに捉われて活動範囲を狭めてしまう事なく、双方の得

意技を活かした相互補完的な体制が必須である。JICAかつJSTではなく、JICA及びJSTをいつも意

識する必要があろう。SATREPSでは、JICAとJSTの連携のもと、常にフレキシブルな対応が可能な

システムづくりを続けていただけたら幸いである。 

 

３－２ オブザーバー（JST）所感 

相手国側研究機関のザンビア大学獣医学部は、日本側研究機関である北海道大学獣医学部（当

時）が設立支援と教育協力を行っており、両機関の間には、約25年に渡る長い友好関係が構築さ

れている。相手国側研究代表者であるMweene獣医学部長はじめ、主要な研究スタッフと日本側の

研究者間においても、十分なコミュニケーションが取れており、研究内容・計画についても双方

にて十分な協議のうえに提案されたものであることが見受けられる。 

本プロジェクト内容についても、これまでの文部科学省J-GRID拠点事業、SATREPS先行課題

（H20年度採択「結核及びトリパノソーマ症の診断法と治療薬開発」）の実績を十分に生かして計

画された研究であり、相乗効果による成果が十分に期待できる。 

ザンビア大学獣医学部内の現状での研究設備についてはやや不十分であるように見受けられる。

本プロジェクトにおける研究室改修・機材の導入にて、ザンビア側若手研究者を育成できる研究・

教育体制が整備され、UNZA側にて運営、管理できる環境が整備されることを期待したい。 

また、ザンビア大学獣医学部の研究者に、J-GRIDとSATREPSのスキームの違いの理解が不十分

なところが見られる。今後、この点を改善していくために十分な説明を行うことが必要と考えら

れる。 
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ザンビアでは種々のウイルス性感染症の問題に直面しており、社会的関心が高く、解決すべき

優先課題の1つとして政策的にも重要視されている。教育省、保健省においてもSATREPSスキーム

に対する理解がある様子が見受けられ、本プロジェクトに対する期待と理解度も高く、関係省庁

からの協力と連携体制も期待できる。 

本プロジェクトにて構築された継続的なサーベイランス体制、ウイルス診断体制の確立は、ザ

ンビアのみならず周辺諸国における感染症流行拡大を未然に防ぐという意味でも国際的な課題解

決への貢献も大きいものと考えられる。ザンビア・周辺諸国のみならず、世界における感染症対

策への貢献を期待したい。 
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第４章 実施協議 
 

2013年5月15日に寺西ザンビア事務所長とNkanza教育・科学・職業訓練・早期教育省次官、Witness

として本プロジェクトのザンビア側及び日本側を代表してUNZAのSimukanga副学長及び北海道大

学から高田教授の署名を以って、関係機関間の権利及び義務関係を設定した討議議事録（Record of 

Discussions：R/D）合意を得て、右文書を交換した（付属資料1.に添付）。 

これにより、本プロジェクトの実施が正式に合意され、開始される運びとなった。 

 



付 属 資 料 

 

１．討議議事録（Record of Discussions）（2013年5月15日署名） 

 

２．詳細計画策定調査協議議事録（Minutes of Meeting）（2012年12月4日署名） 

 































































































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	表紙
	序文
	目次
	地図
	写真
	略語集
	事業事前評価表
	第１章 詳細計画策定調査の概要
	第２章 評価5項目による事前評価結果
	第３章 団員所感
	第４章 実施協議
	付属資料
	１．討議議事録（Record of Discussions）（2013年5月15日署名）
	２．詳細計画策定調査協議議事録（Minutes of Meeting）（2012年12月4日署名）




